
議案第６９号  

 

 平成２６年度瑞穂町一般会計歳入歳出決算認定について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定

により、平成２６年度瑞穂町一般会計歳入歳出決算を別紙監査委員

の意見書を付して議会の認定に付します。 

 

  平成２７年９月１日 

 

          提出者  瑞穂町長   石 塚 幸右衛門 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



平成２６年度瑞穂町一般会計歳入歳出決算等審査意見書 

 

 地方自治法第２３３条第２項及び同法第２４１条第５項の規定により、平

成２６年度瑞穂町一般会計歳入歳出決算、基金運用状況を審査した結果、そ

の意見は次のとおりである。 

 

１ 審査対象 

 平成２６年度瑞穂町一般会計歳入歳出決算及び基金運用状況 

 

２ 審査期日 

 平成２７年７月２２日（水）・２３日（木）・２４日（金） 

 

３ 審査の手続 

 審査にあたっては、町長より提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事

項別明細書、実質収支に関する調書、財産に関する調書について、計数に過

誤はないか、財政運営は健全か、予算執行は関係法令に従って効率的になさ

れているか等に着眼し、それぞれの関係帳簿及び証書類との照合のほか、必

要と認める審査の手続きにより審査を実施した。 

 

４ 審査の結果 

 審査に付された決算書類及び基金の運用状況を示す書類は、地方自治法、

会計諸規則等、法令に準じて作成されており、決算計数も関係帳簿、証書類

との照合をした結果、符合し、基金の運用状況とも正確で、内容も適正であ

ることを確認した。 

 

５ 決算の概要と総括意見 

 決算の状況は、決算書で示すように、歳入総額１４０億２，０８０万６，

１３７円、歳出総額１３７億３，３９７万９，２０３円で、歳入歳出差引残

額２億８，６８２万６，９３４円となり、翌年度へ繰り越す財源となってい

る。 

 なお、平成２６年度は継続費逓次繰越額が１，１１８万９，９８９円、繰

越明許費繰越額が７７２万１，０００円生じたため、実質繰り越す財源は２

億６，７９１万５，９４５円となる。 

 歳入の状況は、収入済額が１４０億２，０８０万６，１３７円で、前年度

と比較すると０．３２％、金額にして４，４７２万９，４８３円の増であり、

調定額１４３億４，１１１万９，０００円に対する収入率は、９７．７７％

である。 

 収入済額全体の４７．７４％を占める町税の収納率は９５．４８％で、前



年度の９５．２７％より０．２１ポイントの増である。 

町税の不納欠損額は４，１５４万９，７３１円で、前年度と比較すると７

１．６９％の増である。今後も、滞納者に対しては、税負担の公平性の確保

から適正な滞納処分を行うとともに、新規滞納者の発生防止に努められたい。 

また、収入未済額は２億７，６３８万４，０４３円で、前年度と比較する

と６．８０％の減である。町税は、町の大きな財源であるため、今後も積極

的な納税指導や口座振替の推進、コンビニエンスストアでの納付等納税環境

をさらに強化し、収入未済の解消に向け、なお一層の努力を望む。 

歳出の状況は、支出済額が１３７億３，３９７万９，２０３円で、前年度

と比較すると２．０８％、金額にして２億７，９５５万９，７２７円の増で

ある。本年度の予算現額に対する執行率は９７．５２％で、翌年度繰越額が

６，２２９万９，９８９円生じたので、不用額は２億８，７３１万９，８０

８円である。 

 決算額に占めるおもな科目の割合と事業内容は、民生費が全体の３４．４

０％を占め、社会福祉費では心身障害者福祉手当、介護給付費・訓練等給付

費、国民健康保険特別会計繰出金、介護保険特別会計繰出金、後期高齢者医

療特別会計繰出金及び臨時福祉給付金等、児童福祉費では保育園児童運営委

託料、町立保育園２園の指定管理者委託料、児童手当等がおもなものである。 

 次に、教育費が１６．８０％を占め、教育総務費では、羽村・瑞穂地区学

校給食組合負担金、臨時雇賃金等、中学校費では、瑞中校庭芝生化工事、二

中除湿温度保持機能復旧工事、社会教育費では、（仮称）新郷土資料館の展

示製作委託料、建設工事及び備品購入費、耕心館指定管理者委託料等がおも

なものである。 

次に総務費が１５．９１％を占め、総務管理費では、給料、職員手当等、

共済費の人件費、各基金積立金、旧庁舎（Ａ棟）解体撤去等工事及び旧庁舎

移転計画に伴う庁舎改修工事等がおもなものである。 

次に土木費が１３．４１％を占め、道路橋りょう費では道路維持補修等委

託料、改修工事、舗装工事、交通安全施設設置工事等がおもなもので、都市

計画費では、殿ヶ谷土地区画整理組合助成金、駅西土地区画整理事業特別会

計繰出金、都市計画道路３・５・２４号線築造工事に係る工事請負費、用地

取得費、物件補償費、下水道事業特別会計繰出金、公園管理委託料等がおも

なものである。 

 以下、衛生費１０．０６％、消防費４．２２％、公債費２．８０％の順で

ある。 

 

 

 

 



 以上が決算の概要であるが、平成２６年度の決算は、財源の確保が厳しい

財政状況の中、健全財政を維持し、事業の推進にあたっては、合理的かつ効

率的な行財政運営が行われたものと認められる。特に瑞穂第二中学校の空調

設備に関しては、国の補助が見込めなくなった際、都の補助金を獲得し充当

するといった柔軟な資金繰りについては、大変評価できる。また、瑞穂中学

校の校庭芝生化は、都内の中学校でも類を見ない大規模な事業であり、今後

の活用に大きな期待をするところである。引き続き、将来を担う子どもたち

のために、限られた財源の中で教育関係施策を効率的に実施することを望む。 

 また、平成２５年度からの継続で「水・緑と観光を繋ぐ回廊計画」の中核

施設として、約１２億円をかけた新郷土資料館が完成した。平成２６年１１

月の開館以来、多くの方が来場され、町の自然・文化・歴史に触れていただ

いていることは高く評価できる。今後は、耕心館と一体となった指定管理者

制度のメリットを活かし、より一層充実した施策を講ずることを望む。 

そして、新庁舎建設に関しては、住民サービスの向上につながる公共施設

にしていくために、適正な建設計画と資金計画のもと早期の実現を望む。 

 最後に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」における健全化判断

比率の報告を７月２２日に受けたため、２４日の決算審査終了後、健全化判

断比率とその算定基礎事項について審査した結果、各指標の算出基礎資料は

適正に作成され、算出過程にも誤りがなく、全ての指標を分析した結果、健

全な財政運営が行われたものと認められる。 

 今後も、社会経済情勢や行政需要の変化へ対応することが望まれる。また、

公共施設管理運営は、計画的な観点による管理運営を求める。 

引き続き町民の期待と信頼に応えられる健全な行財政運営の推進を望む。 

 

平成２７年８月６日 

 

 

  瑞穂町長 石塚 幸右衛門 様 

 

               瑞穂町監査委員  原 島 茂 樹 

 

                  同     石 川   修 



瑞企企発第１４２３号 

平成２７年９月１日 

 

瑞穂町議会 

議長 髙水 永雄  様 

 

瑞穂町長  石 塚 幸右衛門 

 

 

健全化判断比率報告書 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定により、平成２６年

度決算における健全化判断比率を下記のとおり報告します。 

 

記 

 

（単位：％） 

 

実質赤字比率 

 

連結実質赤字比率 

 

実質公債費比率 

 

将来負担比率 

 

－ 

（１４．１３） 

 

－ 

（１９．１３） 

 

－１．１ 

（２５．０） 

 

－ 

（３５０．０） 

 

備考：１ 括弧内は、瑞穂町における早期健全化基準（％）です。 

   ２ 本表中、実質赤字比率、連結実質赤字比率及び将来負担比率は、マイナスの数値の

ため、「－」表示となっています。 

     参考数値として上記３比率の数値は、以下のとおりです。 

      実 質 赤 字 比 率：－ ４．７５％ 

      連結実質赤字比率 ：－ ６．２２％ 

      将 来 負 担 比 率：－ ８４．１％ 


